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資 料 

（注） 納付すべき国税の一部が納付された場合の弁済充当について、国税通則法基本通達は、

「国税に関する法律に別段の定めがあるものを除き、民法第 488条から第 490条に定める

ところに準ずる」としている。 

    民法第 488条から第 490条は、弁済充当に関する一般規定で、債務者の利益に配慮した

定めとなっている。 

 

（参考） 

●厚生年金保険法（昭和 29年法律第 115号）（抜粋） 

第 89条 （徴収に関する通則） 

保険料その他この法律の規定による徴収金は、この法律に別段の規定があるものを除き、

国税徴収の例により徴収する。 

 

●健康保険法（大正 11年法律第 70号）（抜粋） 

第 183条 （徴収に関する通則） 

保険料等は、この法律に別段の規定があるものを除き、国税徴収の例により徴収する。 

 

●民法（明治 29年法律第 89号）（抜粋） 

第 488条 （弁済の充当の指定） 

１  債務者が同一の債権者に対して同種の給付を目的とする数個の債務を負担する場合に

おいて、弁済として提供した給付がすべての債務を消滅させるのに足りないときは、弁済

をする者は、給付の時に、その弁済を充当すべき債務を指定することができる。 

２   弁済をする者が前項の規定による指定をしないときは、弁済を受領する者は、その受

領の時に、その弁済を充当すべき債務を指定することができる。ただし、弁済をする者が

その充当に対して直ちに異議を述べたときは、この限りでない。 

３   前２項の場合における弁済の充当の指定は、相手方に対する意思表示によってする。 

第 489条 （法定充当） 

  弁済をする者及び弁済を受領する者が いずれも前条の規定による 弁済の充当の指定をし

ないときは、次の各号の定めるところに従い、その弁済を充当する。 

一  債務の中に弁済期にあるものと弁済期にないものとがあるときは、弁済期にあるもの

に先に充当する。 

二  すべての債務が弁済期にあるとき、又は 弁済期にないとき は、債務者のために弁済の

利益が多いものに先に充当 する。 

三  債務者のために弁済の利益が相等しいときは、弁済期が先に到来したもの又は先に到

来すべきものに先に充当する。 

四  前二号に掲げる事項が相等しい債務の弁済は、各債務の額に応じて充当する。 

第 490条 （数個の給付をすべき場合の充当） 

一個の債務の弁済として数個の給付をすべき場合において、弁済をする者がその債務の全

部を消滅させるのに足りない給付をしたときは、前２条の規定を準用する。 


